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第４章 行財政改革の推進 

 

はじめに 

本格的な人口減少社会の到来・少子高齢化の進行により、税収の減

少や社会保障関連経費等の増加が見込まれ、併せて、本市の老朽化し

た公共施設の維持管理や更新、頻発する大規模災害対策等喫緊の課

題への対応も必要となってきます。 

そのため、官民連携の推進、事務事業の見直し等により、効率的・

効果的な財政運営を進めることがより一層必要となります。  

また、技術革新の進展により地域社会にもデジタル化の動きが広

まりつつある中、ＤＸを推進することで市民サービスの向上や行政

運営の効率化を図る必要があります。 

 本市が目指すまちづくりの将来像「笑顔あふれ  一人ひとりが 

幸せ感じるまち」を実現するために、「行政改革の推進」と「健全な

財政基盤の維持」に取り組みます。 

 

１ 行政改革の推進 

 

基本的な方針 

 

 職員一人ひとりの意識を高め、効率的・効果的な行政運営を行い

ます。 

 

現状と課題 

 

・多様化した市民ニーズや新しいライフスタイルに対応するために、

より効率的・効果的な行政運営と機動的な対応ができる体制の整備

が急がれます。 

・定年引上げに伴う職員の雇用延長や会計年度任用職員の適切な任
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用等定員管理が課題となる中、職員の能力開発に取り組むとともに、

職員数の適正管理に努める必要があります。 

・住民の利便性向上を図るため、デジタル技術を活用したサービス提

供の基盤となるマイナンバーカードの更なる普及に取り組む必要が

あります。 

・書類や対面による手続等も数多く残っており、窓口手続のオンライ

ン化等情報通信技術（ＩＣＴ）の導入を加速させていく必要がありま

す。 

 

主な施策 

 

１ 行政改革の推進 

 

 社会経済情勢や行政課題の変化に対応するため、公共施設の適正

管理や組織機構改革に取り組みます。また、ＰＤＣＡサイクルにより

事業評価を実施（事業効果を検証）しながら、効率的・効果的な行政

運営を推進します。 

 

主な取組 

 

① 事務作業の見直し 

② 組織の再編と見直し 

 

２ 公共施設の適正保有と効率的な管理運営 

 

伊佐市公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設の適正保有や

効率的な管理運営に努めます。  

また、公の施設については、各施設の特性に応じて、指定管理者制

度等の運用による市民サービスの向上と経費削減に取り組みます。  
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主な取組 

 

① 伊佐市公共施設等総合管理計画の実施 

② 保有財産の有効活用 

③ 民間活力の活用 

 

３ 職員の適正管理と資質向上 

 

公務員としての自覚を持ち、与えられた役割を的確に果たし、様々

な行政課題に対応できるよう、「伊佐市人材育成基本指針」に基づく

人材育成に努めるとともに、適正な定員管理に努めます。  

また、職員が仕事と家庭の調和を図りながら心身ともに健康で働

けるよう、安全衛生管理と働きやすい職場環境づくりを推進します。 

 

主な取組 

 

① 職員適正化計画の実施 

② 職員の意識改革と能力開発  

③ 職員の健康管理 

 

４ 自治体ＤＸの推進 

 

 市民が利用しやすい窓口とするため、環境整備を図るとともにマ

イナンバーカードを利用したオンライン申請の導入により、市民の

利便性向上と業務の効率化を実現します。 

システム運用の効率化を図るため、国による将来的な自治体シス

テム統一の動向を注視しながらシステムのクラウド化を進めます。  

ホームページやＳＮＳを活用し、市民と市政に関する情報の共有

化を図り、行政情報の提供を即時に行えるよう努めます。  
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主な取組 

 

① 行政手続のオンライン化 

② 情報システムの標準化 

③ デジタルデバイド対策 

④ デジタル基盤の整備 

⑤ 情報発信の充実 

 

 

２ 健全な財政基盤の維持 

 

基本的な方針 

 

 歳入に見合う歳出予算を編成し、効率的な財政運営を行います。  

 

現状と課題 

 

・今後、市税や地方交付税の歳入減少が予想される中で社会保障関係

経費は増加し、これまでどおりの行政サービスの提供が困難な状況

となっていくことから、将来を見据えた計画的な財政運営に取り組

まなければなりません。  

・将来世代に対し過度な負担を課さない財政運営や、非常事態の発生

時においても円滑に対応できる財源の確保が求められることから、

安定した財政基盤を維持する必要があります。 

 

主な施策 

 

１ 計画的な財政運営 

 

 財政の健全化を図るため中長期的な財政運営の視点から、財源確

保の対策と同時に、あらゆる経費の徹底的な見直しを行い歳入に見
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合った歳出予算の編成に努めます。併せて、有効な財源を活用した投

資にも取り組みます。 

また、伊佐市公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画と財

政計画を連動させながら各年の予算編成方針へ反映することで財源

の合理的・効果的な活用を進めます。 

 

主な取組 

 

① 個別施設計画と財政計画を連動させた予算編成 

② 交付税措置のある有利な地方債の活用 

③ 補助金等を有効活用した投資 

④ 財政調整基金の適正規模の維持 

⑤ 市補助金や交付金の見直し  

 

２ 自主財源の確保 

 

 自主財源を確保するために、ふるさと納税の推進や遊休市有地の

売却等を通じた収入の確保に努めます。  

また、使用料等の受益者負担を定期的に見直すとともに、キャッシ

ュレス決済、コンビニ収納や口座振替を推進し納付機会の拡充を図

り収納率の向上に努めます。  

 

主な取組 

 

① ふるさと納税等の活用 

② 遊休市有地の売却、貸付  

③ 市税等の納付機会の拡充及び収納強化 

④ 適正な受益者負担の検討 
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         用語解説 

 

あ行 

ＳＮＳ 

「Social Networking Service」の略で、インター 

ネット上で、個人同士が繋がれるような場所を提 

供しているサービスの総称。代表的なＳＮＳとし 

て、ＬＩＮＥ・Ｔwitter・Instagram・Facebook等 

が挙げられる。 

 

か行 

会計年度任用職員 

地方公務員法の改正に伴い、令和２年度から新た 

に設けられた非常勤職員の制度。 

 

キャッシュレス決済 

お札や小銭などの現金を使用せずにお金を払うこ 

と。キャッシュレス決済手段には、クレジットカー 

ド、デビットカード、電子マネー（プリペイド）や 

スマートフォン決済など、様々な手段がある。 

 

クラウド化 

自社サーバーによる情報処理から、外部事業者の 

システム利用に移行すること。自前でサーバーを 

購入しなくて済み、通信障害などの非常時も事業 

者が対応を行ってくれる。 

 

さ行 

 

指定管理者制度 

「公の施設」の管理運営を行う民間事業者等を「指 

定管理者」として指定することにより、民間のノ 

ウハウを活用しつつ、サービスの向上と経費の節 

減等を図ることを目的とした制度。 

 

自治体ＤＸ 

行政サービスについて、デジタル技術やデータを

活用して住民の利便性を向上させるとともに、業

務効率化を図り、人的資源を行政サービスの更な

る向上へ繋げていくこと。 

 

 

 

 

 

 

た行 

デジタルデバイド対策 

全ての人がデジタル化の恩恵を受けることができ 

るよう、デジタル機器に不慣れな方でも容易に操 

作できるシステム設計や、スマホ教室の開催とい 

った取り組みを行っていくこと。 


